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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第43期

第３四半期
連結累計期間

第44期
第３四半期
連結累計期間

第43期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (千円) 8,412,151 8,574,830 10,304,142

経常利益 (千円) 1,938,738 1,766,517 1,588,747

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

(千円) 1,256,595 1,177,129 1,004,285

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,332,231 1,326,377 987,502

純資産額 (千円) 3,799,881 4,271,801 3,455,153

総資産額 (千円) 6,775,460 8,351,743 6,443,229

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 114.14 105.17 91.00

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) － 104.86 －

自己資本比率 (％) 56.1 51.1 53.6
 

 

回次
第43期

第３四半期
連結会計期間

第44期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年10月１日
至 平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 71.64 61.07
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

４．第43期第３四半期連結累計期間及び第43期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。　

なお、当第３四半期連結会計期間において、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の

状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）　セグメント情報」の「３．報告セグメントの変更

等に関する事項」をご参照ください。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前

連結会計年度との比較・分析を行っております。

 

(1) 経営成績の分析

 当第３半期連結累計期間における我が国経済は、企業収益の拡大を背景に、雇用・所得環境の改善がみられ、景気は

緩やかな回復基調で推移いたしました。一方、海外経済については、全体として緩やかに回復しているものの、アメ

リカの政策の影響や中国を始めとするアジア新興国の経済の先行き等、不確実性に留意が必要な状況が続いておりま

す。

　学習塾業界におきましては、少子化による市場の縮小や家庭内における教育費の抑制が続く中で、2020年の教育改

革を控え、新規参入組も相まって企業間競争に一層拍車がかかっております。また、業界の再編成が顕著化し、業界

としての注目度も高まってきております。

　このような状況の中、当社グループは、学齢人口の増加が続いている東京都内及び近郊エリアに、「ena」（集団授

業）、「個別ena」（個別指導）を中心とする進学塾を展開し、生徒・保護者様のニーズに応えられる教育環境を築い

てまいりました。また、各家庭において中学・高校への進学という投資効果に対する意識が高まる中、特に人気が上

昇している都立中高一貫校及び都立難関高校コースの充実を図り、生徒・保護者様のニーズにきめ細かく応えること

のできる学習指導に取り組んでまいりました。

　収益面におきましては、東京都をドミナントエリアと定めた立地戦略の中で、都立中高一貫校の合格実績が躍進を

続けていることの効果はあるものの、前年同四半期と比較して生徒数の伸びが低調に推移し、売上高の増加に寄与で

きませんでした。

　費用面におきましては、引き続き広告宣伝活動の見直しに取り組みましたが、従業員の増加に伴う人件費や新規出

校に伴う家賃等の増加により、費用全体としては前年同四半期と比較して増加いたしました。

　これらの結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は8,574百万円（前年同四半期比1.9％増）、営業利益は1,740百

万円（前年同四半期比9.9％減）、経常利益は1,766百万円（前年同四半期比8.9％減）、親会社株主に帰属する四半期

純利益は1,177百万円（前年同四半期比6.3％減）となりました。
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 セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。なお、セグメント別の売上高はセグメント間の内部取引消去

前の金額によっております。また、当第３四半期連結会計期間より、報告セグメントとして記載する事業セグメント

を変更しており、当第３四半期連結累計期間の比較・分析は、変更後の区分に基づいております。

 

① 教育事業

　小中学生部門につきましては、主として校舎数の増加に伴い生徒数が堅調に推移したことにより、売上高は前

年同四半期と比較して増加いたしましたが、季節講習生の獲得が予想より厳しい結果となりました。

　個別指導部門につきましては、生徒数は回復基調にあるものの依然厳しい状況が続いており、売上高は前年同

四半期と比較して減少いたしました。

　大学受験部門につきましては、２校舎を閉校したことに伴い生徒数が低調に推移したことにより、売上高は前

年同四半期と比較して減少いたしました。

　看護・医療系受験部門「ena新宿セミナー」につきましては、新規に校舎を開校したこと等に伴い受講者数が

増加したことにより、売上高は前年同四半期と比較して増加いたしました。

　芸大・美大受験部門「ena新宿美術学院」につきましては、前年度と比べ受講者数が低調に推移したことによ

り、売上高は前年同四半期と比較して微減となりました。

　海 外 校 舎 を 主 に 展 開 す る GAKKYUSHA USA グ ル ー プ （GAKKYUSHA U.S.A.CO.,LTD. 、 GAKKYUSHA CANADA

CO.,LTD.、GAKKYUSHA SINGAPORE PTE.LTD.及び株式会社学究社帰国教育）につきましては、グループ全体として

生徒数が増加したことにより、売上高は前年同四半期と比較して増加いたしました。

　これらの結果、売上高は8,283百万円（前年同四半期比1.4％増）となりました。

 

② 不動産事業

　不動産事業につきましては、当第３半期連結累計期間において国立の校舎に隣接する中古マンションを購入し

たこと等により、賃貸収入は前年同四半期と比較して増加いたしました。

　これらの結果、売上高は22百万円（前年同四半期比16.3％増）となりました。

 

③ その他

インターネットによる受験、教育情報の配信サービス事業につきましては、広告関連売上については、企業等

一般法人と学校法人ともに売上が大幅に増加したため前年同四半期と比較して大幅に増加いたしました。受託開

発関連の売上については、学校法人からの受注が減少したものの企業等一般法人からの受注が増加したため前年

同四半期と比較して増加いたしました。また、媒体アクセス数と比例関係にあるネットワーク広告売上について

は、媒体改善を行った結果、媒体のアクセス数が増加したため前年同四半期と比較して増加いたしました。

　これらの結果、売上高は327百万円（前年同四半期比23.2％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて、951百万円増加し、2,493百万円となりました。これは、主として現

金及び預金の増加等によるものであります。

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて、956百万円増加し、5,857百万円となりました。これは、主として土

地、その他の有形固定資産、投資有価証券の増加等によるものであります。

 この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて、1,908百万円増加し、8,351百万円となりました。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて、388百万円増加し、3,097百万円となりました。これは、主として未

払金、その他の流動負債の増加及び前受金の減少等によるものであります。

 固定負債は、前連結会計年度末に比べて、703百万円増加し、982百万円となりました。これは、主として長期

借入金の増加等によるものであります。

 この結果、負債は前連結会計年度末に比べて、1,091百万円増加し、4,079百万円となりました。

（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べて、816百万円増加し、4,271百万円となりました。これは、主として新株

予約権の行使に伴う新株式の発行、配当金の支払い、親会社株主に帰属する四半期純利益、その他有価証券評価

差額金を計上したこと等によるものであります。

この結果、自己資本比率は、51.1％（前連結会計年度末は53.6％）となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

(5) 主要な設備

　　当第３四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計

画の著しい変更はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,834,000

計 30,834,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成30年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成31年２月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 11,212,292 11,212,292
東京証券取引所
(市場第一部）

単元株式数は
100株であります。

計 11,212,292 11,212,292 ― ―
 

（注）提出日現在発行数には、平成31年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年12月31日 ―  11,212,292 ― 1,216,356 ― 653,340
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成30年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成30年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 200
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  11,208,400
 

 112,084 ―

単元未満株式 普通株式 3,692
 

― ―

発行済株式総数  11,212,292
 

― ―

総株主の議決権 ―  112,084 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式99株が含まれております。

 

 

② 【自己株式等】

平成30年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社学究社

東京都渋谷区代々木一丁
目12番８号

200 ― 200 0.00

計 ― 200 ― 200 0.00
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1) 新任役員

 

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)
就任年月日

常務執行役 中村　寿志
昭和40年
12月11日

昭和63年４月
平成22年４月
平成24年１月
平成28年２月

 
平成29年１月

 
平成30年９月

ソニー株式会社入社
統括部長
室長
Atomos Global Pty Ltd 入社
Director
ATOMOS デザイン株式会社
代表取締役社長
当社常務執行役（現任）

(注)１ ―
平成30年
９月18日

 

　(注)１ 平成30年６月28日開催の定時株主総会終結後最初に開催される取締役会終結の時から１年間であります。

 

(2) 役職の異動

 

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

常務執行役兼新美本部長 常務執行役

 中村　寿志

 平成30年10月25日

常務執行役兼新美本部長兼
経営企画・システム部本部長

常務執行役兼新美本部長  平成30年12月５日
 

　

(3) 異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

　

男性11名　女性１名 （役員のうち女性の比率８％）
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、海南監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,162,901 2,038,235

  売掛金 90,991 86,549

  商品 67,939 64,379

  貯蔵品 103 103

  その他 222,668 308,924

  貸倒引当金 △2,743 △4,430

  流動資産合計 1,541,861 2,493,762

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 3,459,547 3,638,408

    減価償却累計額 △1,451,046 △1,544,731

    建物及び構築物（純額） 2,008,500 2,093,676

   工具、器具及び備品 783,664 812,668

    減価償却累計額 △594,374 △648,775

    工具、器具及び備品（純額） 189,289 163,892

   土地 642,915 1,122,732

   その他 176,216 490,701

    減価償却累計額 △51,037 △53,450

    その他（純額） 125,179 437,251

   有形固定資産合計 2,965,884 3,817,553

  無形固定資産   

   のれん 179,730 157,940

   その他 58,699 42,704

   無形固定資産合計 238,430 200,644

  投資その他の資産   

   投資有価証券 614,872 817,650

   差入保証金 845,803 861,984

   その他 281,671 202,104

   貸倒引当金 △45,295 △41,956

   投資その他の資産合計 1,697,053 1,839,782

  固定資産合計 4,901,367 5,857,980

 資産合計 6,443,229 8,351,743
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 20,470 8,215

  短期借入金 650,142 600,000

  1年内返済予定の長期借入金 83,172 160,864

  未払金 344,951 793,630

  未払法人税等 346,624 367,801

  前受金 978,116 792,751

  賞与引当金 42,780 23,113

  その他 242,798 351,332

  流動負債合計 2,709,056 3,097,708

 固定負債   

  長期借入金 69,580 777,124

  退職給付に係る負債 199,927 185,806

  その他 9,512 19,302

  固定負債合計 279,020 982,233

 負債合計 2,988,076 4,079,941

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,136,112 1,216,356

  資本剰余金 330,598 410,842

  利益剰余金 2,039,853 2,547,142

  自己株式 △263 △447

  株主資本合計 3,506,301 4,173,893

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 △7,403 133,283

  為替換算調整勘定 △45,244 △36,683

  その他の包括利益累計額合計 △52,648 96,599

 新株予約権 1,500 1,307

 純資産合計 3,455,153 4,271,801

負債純資産合計 6,443,229 8,351,743
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

売上高 8,412,151 8,574,830

売上原価 5,106,656 5,366,383

売上総利益 3,305,494 3,208,446

販売費及び一般管理費 1,373,541 1,467,632

営業利益 1,931,952 1,740,814

営業外収益   

 受取利息 484 227

 受取配当金 3 16,355

 その他 13,586 18,472

 営業外収益合計 14,074 35,054

営業外費用   

 支払利息 2,025 1,397

 為替差損 - 5,484

 その他 5,262 2,469

 営業外費用合計 7,288 9,351

経常利益 1,938,738 1,766,517

特別損失   

 減損損失 16,535 29,305

 固定資産除却損 18,888 5,280

 特別損失合計 35,423 34,586

税金等調整前四半期純利益 1,903,315 1,731,931

法人税等 646,719 554,801

四半期純利益 1,256,595 1,177,129

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,256,595 1,177,129
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

四半期純利益 1,256,595 1,177,129

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 76,554 140,686

 為替換算調整勘定 △918 8,561

 その他の包括利益合計 75,635 149,247

四半期包括利益 1,332,231 1,326,377

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,332,231 1,326,377
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

 

当第３四半期連結累計期間

(自 平成30年４月１日

至 平成30年12月31日)

税金費用の計算  税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年

度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的

に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算して

おります。

 ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合

理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっ

ております。
 

 

(追加情報)

 

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の

区分に表示しております。
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

当社グループの教育事業では、通常授業のほかに、春期、夏期、冬期の各講習会を実施しております。そのた

め、売上高は各講習会の時期に増大することから、四半期ごとの実績に季節的変動があります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 

 
 
 

前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

減価償却費 200,010千円 188,625千円

のれんの償却額 22,456千円 21,790千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

 

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月12日
取締役会

普通株式 642,059 60 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

平成29年11月10日
取締役会

普通株式 333,029 30 平成29年９月30日 平成29年12月6日 利益剰余金
 

 

 

２. 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

当社は、平成29年６月５日付で、ケイエスケイケイ株式会社から第三者割当増資の払込みを受け、資本金及び

資本準備金がそれぞれ317,800千円増加しております。

また、平成29年10月12日開催の取締役会決議に基づき、当社の取締役及び執行役に対する譲渡制限付株式報酬

として、平成29年11月７日付で新株式の発行を行い、資本金及び資本準備金がそれぞれ11,632千円増加しており

ます。

これらの結果、当第３四半期連結会計期間末において、資本金が1,136,112千円、資本剰余金が330,598千円と

なっております。

　

当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

 

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月11日
取締役会

普通株式 333,479 30 平成30年３月31日 平成30年６月29日 利益剰余金

平成30年11月９日
取締役会

普通株式 336,359 30 平成30年９月30日 平成30年12月６日 利益剰余金
 

 

 

２. 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

 当社は、平成29年６月５日付発行の第１回新株予約権（第三者割当による行使価額修正条項付新株予約権）の

一部行使に伴う新株の発行による払込みを受け、資本金及び資本準備金がそれぞれ80,243千円増加しておりま

す。

この結果、当第３四半期連結会計期間末において、資本金が1,216,356千円、資本剰余金が410,842千円となっ

ております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：千円)

 
報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３

教育事業 不動産事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 8,155,396 11,221 8,166,618 245,532 8,412,151 ― 8,412,151

セグメント間の内部
売上高又は振替高

12,122 8,100 20,222 20,534 40,756 △40,756 ―

計 8,167,519 19,321 8,186,840 266,067 8,452,907 △40,756 8,412,151

セグメント利益 1,900,356 4,926 1,905,282 24,085 1,929,368 2,583 1,931,952
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インターネットによる受験、教育

情報の配信サービス事業を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額2,583千円は、主にセグメント間取引消去によるものであります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

　該当事項はありません。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

　「教育事業」セグメントにおいて、16,535千円の減損損失を計上しております。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   (単位：千円)

 
報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３

教育事業 不動産事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 8,255,925 14,365 8,270,291 304,539 8,574,830 ― 8,574,830

セグメント間の内部
売上高又は振替高

27,902 8,100 36,002 23,254 59,257 △59,257 ―

計 8,283,828 22,465 8,306,294 327,793 8,634,087 △59,257 8,574,830

セグメント利益 1,674,998 9,001 1,683,999 58,139 1,742,139 △1,324  1,740,814
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インターネットによる受験、教育

情報の配信サービス事業を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△1,324千円は、主にセグメント間取引消去によるものであります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２．報告セグメントごとの資産に関する情報

　第３四半期連結会計期間において、賃貸用不動産を取得し、前連結会計年度の末日に比べ、「不動産事

業」セグメントのセグメント資産が816,271千円増加しております。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

　当第３四半期連結会計期間より、従来「その他」に含まれていた「不動産事業」セグメントについて重要

性が増したため、報告セグメントとして記載する方法に変更しております。

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したものを

記載しております。

 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

　「教育事業」セグメントにおいて、29,305千円の減損損失を計上しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

１株当たり四半期純利益 114円14銭 105円17銭

 (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 1,256,595 1,177,129

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
　　四半期純利益(千円)

1,256,595 1,177,129

   普通株式の期中平均株式数(株) 11,009,447 11,192,504

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ― 104円86銭

 (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ― ― 

   普通株式増加数(株) ― 32,907

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変更があったものの概要

― ― 

 

(注) 前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

 

２ 【その他】

平成30年11月９日開催の取締役会において、平成30年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり

剰余金の配当（第２四半期末配当）を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額                                  336,359千円

② １株当たりの金額                                     30円

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日     平成30年12月６日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成31年２月８日

株式会社学究社

取締役会 御中

海 南 監 査 法 人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 溝　　口　　俊　　一 印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 畑   中   数   正 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社学究社

の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社学究社及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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